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MOX 燃料加工施設に関する設計及び  

工事の計画の変更の認可申請書の一部補正について 

2020年 12月 24 日付け 2020燃建発第 16号をもって申請（2022年 6月 7日付け 2022燃

建発第 3号をもって一部補正）しました MOX燃料加工施設に関する設計及び工事の計画の

変更の認可申請書を別紙のとおり一部補正いたします。 

【公開版】



本書類の記載内容のうち 内の記載事項は，商業機密又は核不拡散に係る情報に属

するものであり，公開できません。 
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1. 設計及び工事の計画の変更の認可申請書補正項目を記載した書類

補正項目 

 2020年 12 月 24日付け 2020燃建発第 16号をもって申請（2022 年 6月 7日付け 2022 燃

建発第 3号をもって一部補正）した MOX燃料加工施設に関する設計及び工事の計画の変更

の認可申請書について，「三 変更に係る加工施設の区分並びに設計及び工事の方法」，

「四 変更に係る工事工程表」，「五 変更に係る設計及び工事に係る品質マネジメント

システム」，「六 変更の理由」及び「添付書類」を補正し，その内容について「3. 設

計及び工事の計画の変更の認可申請書補正内容及び補正を行う書類」に示す。 
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2. 補正を必要とする理由を記載した書類 

 

補正を必要とする理由 

 2020 年 12 月 24日付け 2020燃建発第 16号をもって申請（2022 年 6月 7日付け 2022 燃

建発第 3号をもって一部補正）した MOX燃料加工施設に関する設計及び工事の計画の変更

の認可申請書について，変更が必要な事項の反映及び記載の適正化を行うことから「三 

変更に係る加工施設の区分並びに設計及び工事の方法」，「四 変更に係る工事工程

表」，「五 変更に係る設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」，「六 変更の

理由」及び「添付書類」を補正する。 
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3. 設計及び工事の計画の変更の認可申請書補正内容及び補正を行う書類

(1) 設計及び工事の計画の変更の認可申請書補正内容

  三 変更に係る加工施設の区分並びに設計及び工事の方法 

四 変更に係る工事工程表 

五 変更に係る設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 

六 変更の理由 

添付書類 

(2) 補正を行う書類

補正を行う書類を別紙１に示す。なお，本補正申請においては，2020年 12月 24日

付け 2020燃建発第 16号をもって申請（2022 年 6月 7日付け 2022 燃建発第 3号をもっ

て一部補正）した申請書に補正内容を反映のうえ，一式として提出する。 
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別 1-目-1 

補正を行う書類 

一 名称及び住所並びに代表者の氏名 

二 工事を行う事業所の名称及び所在地 

三 変更に係る加工施設の区分並びに設計及び工事の方法 

四 変更に係る工事工程表 

五 変更に係る設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 

六 変更の理由 

添付書類 

(１) 加工施設の事業変更許可申請書との整合性に関する説明書

(２) 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書

(３) 加工施設の技術基準への適合性に関する説明書
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一 名称及び住所並びに代表者の氏名 

名    称    日本原燃株式会社 

住    所    青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字沖付 4番地 108 

代表者の氏名    代表取締役社長 社長執行役員 増田 尚宏 
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二 工事を行う事業所の名称及び所在地 

名    称    再処理事業所 

所  在 地    青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮 
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三 変更に係る加工施設の区分並びに設計及び工事の方法 

【申請範囲】（変更に係るものに限る。） 

Ⅰ 施設共通 

Ⅰ-１ 基本設計方針 

Ⅰ-２ 工事の方法 

Ⅱ 個別施設 

ハ 成形施設

1. 設計条件及び仕様

  1.1 燃料加工建屋 

(1) 建物・構築物

a. 建屋・洞道

(a) 燃料加工建屋

b. 遮蔽設備

(a) 建屋壁遮蔽

・建屋遮蔽（燃料加工建屋）

(b) 遮蔽扉

・遮蔽扉（燃料加工建屋）

(c) 遮蔽蓋

・遮蔽蓋（燃料加工建屋）

2. 準拠規格及び基準

リ その他の加工施設

1. 設計条件及び仕様

  1.1 非常用設備 

1.1.1 火災防護設備 

(1) 建物・構築物

a. 火災区域構造物及び火災区画構造物

(a) 火災区域構造物及び火災区画構造物(燃料加工建屋)

2. 準拠規格及び基準

  2.1 火災防護設備の準拠規格及び基準 
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変 更 前 変 更 後 

第 1章 共通項目 

2. 地盤 

安全機能を有する施設は，地震力が作用した場合においても当該施設を十分に支持することができる

地盤に設置する。 

なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 

 

2.1 安全機能を有する施設の地盤 

地震の発生によって生じるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影

響の程度が特に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）及びそれらを支持する建物・構築物につ

いては，自重及び通常時の荷重等に加え，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動（以

下「基準地震動Ｓｓ」という。）による地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持

性能を有する地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することによって弱面上のずれが発生しな

い地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。 

耐震重要施設以外の建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に加え，耐震重要度分類の

各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有す

る地盤に設置する。 

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生

に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下といった周辺地盤の変状により，その

安全機能が損なわれるおそれがない地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。 

耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がない地盤として，事業（変更）許可を

受けた地盤に設置する。 

Ｓクラスの施設及びそれらを支持する建物・構築物の地盤の接地圧に対する支持力の許容限界につ

いては，自重及び通常時の荷重等と基準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定される接

地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力度に対して，妥当な余裕を

有するよう設計する。 

また，上記のうち，Ｓクラスの施設の建物・構築物にあっては，自重及び通常時の荷重等と弾性設

計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組み合わせにより算定される接地圧について，安全

上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。 

Ｂクラス及びＣクラスの施設の地盤においては，自重及び通常時の荷重等と，静的地震力及び動的

地震力(Ｂクラスの共振影響検討に係るもの）との組合せにより算定される接地圧に対して，安全上

適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。 

第 1章 共通項目 

2. 地盤 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設は，地震力が作用した場合においても当該施設を十分

に支持することができる地盤に設置する。 

なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 

 

2.1 安全機能を有する施設の地盤 

変更なし 
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変 更 前 変 更 後 

2.2 重大事故等対処施設の地盤 

常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物については，自重及び通常時の荷重等に

加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有

する地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動Ｓｓによる地震力が作用することによって弱面上のずれが発生しな

い地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物について

は，自重及び通常時の荷重等に加え，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要

度分類のクラスに適用される地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を有

する地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，地震発生に伴う地殻変動によって生

じる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込

み沈下といった周辺地盤の変状により，重大事故に至るおそれのある事故（設計基準事故を除く。）

又は重大事故（以下「重大事故等」という。）に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがな

い地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，将来活動する可能性のある断層等の

露頭がない地盤として，事業（変更）許可を受けた地盤に設置する。 

常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の地盤の接地圧に対する支持力の許容限

界については，自重及び通常時の荷重等と基準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定さ

れる接地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力度に対して，妥当な

余裕を有するよう設計する。 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物及び機

器・配管系の地盤においては，自重及び通常時の荷重等と，静的地震力及び動的地震力（Ｂクラスの

施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備の共振影響検討に係るもの）との組合せにより算定さ

れる接地圧に対して，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の短期許容支持力度を許容

限界とする。 
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変 更 前 変 更 後 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

MOX 燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。 

3. 自然現象等 

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計 

(1) 耐震設計の基本方針 

MOX 燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行う。 

なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 なお，以下の項目における建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物の総称とする。 

a. 安全機能を有する施設 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及び

それに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場

合の影響の相対的な程度(以下「耐震重要度」という。)に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又

はＣクラスに分類し，それぞれの耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計とす

る。 

a. 安全機能を有する施設 

(a) 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある安全機能の喪失及び

それに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場

合の影響の相対的な程度(以下「耐震重要度」という。)に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又

はＣクラスに分類し，それぞれの耐震重要度に応じた地震力に十分耐えられる設計とす

る。 

(b) 耐震重要施設((a)においてＳクラスに分類する施設をいう。)は，その供用中に大きな影

響を及ぼすおそれがある地震動(事業(変更)許可を受けた基準地震動(以下「基準地震動Ｓ

ｓ」という。))による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

(b) 耐震重要施設((a)においてＳクラスに分類する施設をいう。)は，その供用中に大きな影

響を及ぼすおそれがある地震動(事業(変更)許可を受けた基準地震動(以下「基準地震動Ｓ

ｓ」という。))による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

(c) Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるお

それがない設計とする。 

(c) Ｓクラスの施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるお

それがない設計とする。 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体と

しての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有

し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対し

て，妥当な安全余裕を有する設計とする。 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求され

る機能を保持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小

さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影

響を及ぼさない，また，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対してその

設備に要求される機能を保持する設計とする。なお，動的機能が要求される機器について

は，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認

がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。 

また，Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動(以下「弾性設計用

地震動Ｓｄ」という。)による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して

おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる設計とする。 

建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められ

る規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体と

しての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有

し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対し

て，妥当な安全余裕を有する設計とする。 

機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求され

る機能を保持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小

さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影

響を及ぼさない，また，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対してその

設備に要求される機能を保持する設計とする。なお，動的機能が要求される機器について

は，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認

がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。 

また，Ｓクラスの施設は，事業(変更)許可を受けた弾性設計用地震動(以下「弾性設計用

地震動Ｓｄ」という。)による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して

おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる設計とする。 

建物・構築物については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力により発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められ

る規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。 
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機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。 

機器・配管系については，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力による応答が全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。 

(d) Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向

の組合せで作用するものとする。 

また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平 2方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

(d) Ｓクラスの施設について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向

の組合せで作用するものとする。 

また，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平 2方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

(e) Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で

耐えられる設計とする。また，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設について

は，その影響についての検討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに 2

分の 1を乗じたものとする。当該地震動による地震力は，水平 2方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定するものとする。 

(e) Ｂクラス及びＣクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で

耐えられる設計とする。また，Ｂクラスの施設のうち，共振のおそれのある施設について

は，その影響についての検討を行う。検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに 2

分の 1を乗じたものとする。当該地震動による地震力は，水平 2方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定するものとする。 

(f) 耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その

安全機能が損なわない設計とする。 

(f) 耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その

安全機能が損なわない設計とする。 

(g) 耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれが

ない設計とする。 

(g) 耐震重要施設については，周辺地盤の変状により，その安全機能が損なわれるおそれが

ない設計とする。 

 b. 重大事故等対処施設 

(a) 重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計における動的地震力又

は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重大事故等対処施設の構造上の特徴，重大事故

等時における運転状態及び重大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する

地震力に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計

とする。 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要

な機能及び設置状態を踏まえて，常設耐震重要重大事故等対処設備，常設耐震重要重大事

故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備に分類し，それぞれの設備分類に応じて設計

する。 

(b) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対して，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがな

い設計とする。 

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，建物・構築物全体と

しての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有

し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対し

て，妥当な安全余裕を有する設計とする。 
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 機器・配管系については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その施設に要求され

る機能を保持する設計とし，塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小

さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影

響を及ぼさない設計とする。また，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に

対して，その設備に要求される機能を保持する設計とする。なお，動的機能が要求される

機器については，当該機器の構造，動作原理等を考慮した評価を行い，既往の研究等で機

能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認する。 

(c) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に適用する基準地

震動Ｓｓによる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する

ものとする。 

 (d) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事

故等対処施設は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用

される地震力に十分耐えることができる設計とする。 

また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有

する施設の耐震設計における耐震重要度の分類の方針に基づき，重大事故等対処時の使用

条件を踏まえて，当該設備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分

類し，その地震力に対し十分に耐えることができる設計とする。 

(e) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，Ｂクラス及びＣ

クラスの施設，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置さ

れる重大事故等対処施設，可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事

故等に対処するために必要な機能を損なわない設計とする。 

(f) 緊急時対策所に係る基本設計方針については，「(6) 緊急時対策所」に示す。 

(g) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設については，周辺地

盤の変状により，重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計

とする。 
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(2) 耐震設計上の重要度分類 

a. 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類 

安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。 

(a) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により

放射性物質を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のあ

る事態を防止するために必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に

外部に放散される放射性物質による影響を低減させるために必要となる施設であって，環

境への影響が大きいもの。 

イ. MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破

損による公衆への放射線の影響が大きい施設 

ロ. 上記イ.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機

器 

ハ. 上記イ.及びロ.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設 

(2) 耐震設計上の重要度分類及び重大事故等対処施設の設備分類 

a. 安全機能を有する施設の耐震設計上の重要度分類 

安全機能を有する施設の耐震重要度を以下のとおり分類する。 

(a) Ｓクラスの施設 

自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しておりその機能喪失により

放射性物質を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質を外部に放散する可能性のあ

る事態を防止するために必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事故発生の際に

外部に放散される放射性物質による影響を低減させるために必要となる施設であって，環

境への影響が大きいもの。 

イ. MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等であって，その破

損による公衆への放射線の影響が大きい施設 

ロ. 上記イ.に関連する設備・機器で放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機

器 

ハ. 上記イ.及びロ.の設備・機器の機能を確保するために必要な施設 

(b) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ

小さい施設。 

イ. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又は MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納する

グローブボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいも

の(ただし，核燃料物質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線

の影響が十分小さいものは除く。) 

ロ. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設

備・機器 

(c) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と

同等の安全性が要求される施設。 

 

 

(b) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラスに属する施設と比べ

小さい施設。 

イ. 核燃料物質を取り扱う設備・機器又は MOX を非密封で取り扱う設備・機器を収納する

グローブボックス等であって，その破損による公衆への放射線の影響が比較的小さいも

の(ただし，核燃料物質が少ないか又は収納方式によりその破損による公衆への放射線

の影響が十分小さいものは除く。) 

ロ. 放射性物質の外部への放散を抑制するための設備・機器であってＳクラス以外の設

備・機器 

(c) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は公共施設と

同等の安全性が要求される施設。 

 

上記に基づくクラス別施設を第 3.1.1-1 表に示す。 

なお，同表には当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維持されることを確認する

地震動及び波及的影響を考慮すべき施設に適用する地震動についても併記する。 
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 b. 重大事故等対処施設の設備分類 

重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に対処するために必要な

機能及び設置状態を踏まえて，以下の設備分類に応じた設計とする。 

(a) 常設重大事故等対処設備 

重大事故に至るおそれがある事故及び重大事故が発生した場合において，対処するため

に必要な機能を有する設備であって常設のもの。 

イ. 常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基準事故に対処するた

めの設備が有する機能を代替するもの。 

ロ. 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記イ．以外のもの。 

 

上記に基づく重大事故等対処施設の設備分類について第 3.1.1-2 表に示す。 

なお，同表には，重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれない

ことを確認する地震力についても併記する。 

 

(3) 地震力の算定方法 

耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震力及び動的地震力とす

る。 

a. 静的地震力 

安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設

に適用することとし，それぞれの耐震重要度に応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に

基づき算定する。 

 

 

 

(a) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を

乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・構築

物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

(3) 地震力の算定方法 

耐震設計に用いる設計用地震力は，以下の方法で算定される静的地震力及び動的地震力とす

る。 

a. 静的地震力 

安全機能を有する施設に適用する静的地震力は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設

に適用することとし，それぞれの耐震重要度に応じて以下の地震層せん断力係数及び震度に

基づき算定する。 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等

対処設備が設置される重大事故等対処施設に，代替する機能を有する安全機能を有する施設

が属する耐震重要度に適用される地震力を適用する。 

(a) 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度に応じた係数を

乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を 0.2 以上とし，建物・構築

物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 
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また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐

震重要度に応じた係数は，耐震重要度の各クラスともに 1.0 とし，その際に用いる標準せ

ん断力係数Ｃ０は 1.0 以上とする。 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作

用するものとする。鉛直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及

び地盤の種類等を考慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる施設の耐

震重要度に応じた係数は，耐震重要度の各クラスともに 1.0 とし，その際に用いる標準せ

ん断力係数Ｃ０は 1.0 以上とする。 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作

用するものとする。鉛直地震力は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性及

び地盤の種類等を考慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

(b) 機器・配管系 

耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震

重要度に応じた係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度

をそれぞれ 20％増しとした震度より求めるものとする。 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作

用するものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

 

 

(b) 機器・配管系 

耐震重要度の各クラスの地震力は，上記(a)に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震

重要度に応じた係数を乗じたものを水平震度とし，当該水平震度及び上記(a)の鉛直震度

をそれぞれ 20％増しとした震度より求めるものとする。 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作

用するものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とする。 

上記(a)及び(b)の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数については，耐震性向上の観点

から，一般産業施設及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して設定する。 

b. 動的地震力 

安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力は，基準地

震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設については，上記Ｓクラスの施設に適用す

る弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものから定める入力地震動を適用する。 

b. 動的地震力 

安全機能を有する施設について，Ｓクラスの施設の設計に適用する動的地震力は，基準地

震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設については，上記Ｓクラスの施設に適用す

る弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の 1を乗じたものから定める入力地震動を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全機能を有する施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきによ

る変動幅を適切に考慮する。 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故

等対処施設に基準地震動Ｓｓによる地震力を適用する。 

常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故

等対処施設のうち，Ｂクラスに属する施設の機能を代替する施設であって共振のおそれのあ

る施設については，「b. 動的地震力」に示す共振のおそれのあるＢクラス施設に適用する地

震力を適用する。 

なお，重大事故等対処施設のうち，安全機能を有する施設の基本構造と異なる施設につい

ては，適用する地震力に対して，要求される機能及び構造健全性が維持されることを確認す

るため，当該施設の構造を適切にモデル化した上での地震応答解析，加振試験等を実施する。 

安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設の動的解析においては，地盤の諸定数も含

めて材料のばらつきによる変動幅を適切に考慮する。 

 



 

基-1-9 

M
OX
①
 
共
-0
0
17
 
J 

M
OX
①
 
共
-0
0
16
 
K 

変 更 前 変 更 後 

 

 

動的地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。水平 2方

向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響確認に当たっては，水平 1方向及び鉛直方向地震

力を組み合わせた既往の耐震計算への影響が考えられる施設，設備を抽出し，建物・構築物

の 3次元応答性状及びそれによる機器・配管系への影響を考慮した上で，既往の方法を用い

た耐震性に及ぼす影響を評価する。 

(a) 入力地震動 

地質調査の結果によれば，重要な MOX 燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架

層が十分な拡がりをもって存在することが確認されている。 

解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が 0.7km/s 以上を有する標高約-70

ｍの位置に想定することとする。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。 

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波

の伝播特性を適切に考慮した上で，必要に応じ 2 次元ＦＥＭ解析又は 1 次元波動論によ

り，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じ

て地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地

盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に当たっては、地下水排水設備による地下水

位の低下状態を踏まえ評価する。 

地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対

象建物・構築物位置での地質・速度構造の違いにも留意する。 

また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏ま

え，地質・速度構造等の地盤条件を設定する。 

(a) 入力地震動 

地質調査の結果によれば，重要な MOX 燃料加工施設の設置位置周辺は，新第三紀の鷹架

層が十分な拡がりをもって存在することが確認されている。 

解放基盤表面は，この新第三紀の鷹架層のＳ波速度が 0.7km/s 以上を有する標高約-70

ｍの位置に想定することとする。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄは，解放基盤表面で定義する。 

建物・構築物の地震応答解析モデルに対する入力地震動は，解放基盤表面からの地震波

の伝播特性を適切に考慮した上で，必要に応じ 2 次元ＦＥＭ解析又は 1 次元波動論によ

り，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定する。また，必要に応じ

て地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮することとし，地盤のひずみに応じた地

盤物性値を用いて作成する。非線形性の考慮に当たっては、地下水排水設備による地下水

位の低下状態を踏まえ評価する。 

地盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対

象建物・構築物位置での地質・速度構造の違いにも留意する。 

また，必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏ま

え，地質・速度構造等の地盤条件を設定する。 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，弾性設

計用地震動Ｓｄに 2 分の 1 を乗じたものを用いる。 

Ｂクラスの施設及びＢクラス施設の機能を代替する常設重大事故等対処設備が設置さ

れる重大事故等対処施設のうち共振のおそれがあり，動的解析が必要なものに対しては，

弾性設計用地震動Ｓｄに 2 分の 1 を乗じたものを用いる。 

(b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答

解析手法の適用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建

物・構築物に応じて十分な調査に基づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則

として，時刻歴応答解析法を用いて求めるものとする。 

また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特

性，振動特性，減衰特性を十分考慮して評価し，集中質点系に置換した解析モデルを設

定する。 

(b) 動的解析法 

イ. 建物・構築物 

動的解析に当たっては，対象施設の形状，構造特性，振動特性等を踏まえ，地震応答

解析手法の適用性及び適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建

物・構築物に応じて十分な調査に基づく適切な解析条件を設定する。動的解析は，原則

として，時刻歴応答解析法を用いて求めるものとする。 

また，3次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法による。 

建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形状，構造特

性，振動特性，減衰特性を十分考慮して評価し，集中質点系に置換した解析モデルを設

定する。 
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動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮するものとし，

解析モデルの地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。

地盤の剛性等については，必要に応じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤の

ひずみに応じた地盤物性値に基づくものとする。設計用地盤定数の設定に当たっては，

地盤の構造特性の考慮として，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対

象建物・構築物位置での地質・速度構造の違いにも留意し，原則として，弾性波試験に

よるものを用いる。 

 

 

 

動的解析には，建物・構築物と地盤の相互作用及び埋込み効果を考慮するものとし，

解析モデルの地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して定める。

地盤の剛性等については，必要に応じて地盤の非線形応答を考慮することとし，地盤の

ひずみに応じた地盤物性値に基づくものとする。設計用地盤定数の設定に当たっては，

地盤の構造特性の考慮として，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係や対

象建物・構築物位置での地質・速度構造の違いにも留意し，原則として，弾性波試験に

よるものを用いる。 

地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及び地震応答にお

ける各部のひずみレベルを考慮して定める。 

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する応答解析において，主要構造要素

がある程度以上弾性範囲を超える場合には，実験等の結果に基づき，該当する建物部分

の構造特性に応じて，その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答解析

を行う。 

また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物及び常設耐震重要重大事故等対処設備

が設置される重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するための

動的解析において，当該施設を支持する建物・構築物の主要構造要素がある程度以上弾

性範囲を超える場合には，その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力特性を考慮した応答

解析を行う。 

地震応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数も含めて材料のばらつきに

よる変動幅を適切に考慮する。また，材料のばらつきによる変動が建物・構築物の振動

性状や応答性状に及ぼす影響として考慮すべき要因を選定した上で，選定された要因を

考慮した動的解析により設計用地震力を設定する。 

建物・構築物の動的解析においては，地下水排水設備による地下水位の低下を考慮し

て適切な解析手法を選定する。ここで，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を

考慮する場合は，有効応力解析を実施する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，

敷地の原地盤における代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮して設定するこ

とを基本とする。 

動的解析に用いる解析モデルは，周辺施設も含めた地震観測網により得られた観測記

録を用いた検討及び詳細な 3次元 FEM を用いた解析により振動性状の把握を行い，解析

モデルの妥当性の確認を行う。 
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ロ. 機器・配管系 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等

を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，

剛性等の各種物性値は，適切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。 

機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現で

きるよう質点系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用いたスペク

トルモーダル解析法又は時刻歴応答解析法により応答を求める。 

また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等の

ばらつきを適切に考慮する。スペクトルモーダル解析法には地盤物性等のばらつきを考

慮した床応答曲線を用いる。 

配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモ

ーダル解析法により応答を求める。 

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり

等の非線形現象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する

観点で，建物・構築物の剛性及び地盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析

法を用いる等，解析対象とする現象，対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に

選定する。 

また，設備の 3次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを用い，水

平 2方向及び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。 

なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の最大床応答加速度の 1.2 倍の加速

度を静的に作用させて地震力を算定する。 

c. 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準に基づき，設備

の種類，構造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性を確認した値も用いる。 

なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定について

は，既往の知見に加え，既設施設の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。 

 

建物・構築物のうち土木構造物の動的解析に当たっては，構造物と地盤の相互作用を

考慮できる連成系の地震応答解析手法を用いる。地震応答解析手法は，地盤及び構造物

の地震時における非線形挙動の有無や程度に応じて，線形，等価線形又は非線形解析の

いずれかによる。地盤の地震応答解析モデルは，構造物と地盤の動的相互作用を考慮で

きる有限要素法を用いる。構造物の地震応答解析に用いる減衰定数については，地盤と

構造物の非線形性を考慮して適切に設定する。 

地震力については，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。 

ロ. 機器・配管系 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，適用限界等

を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，

剛性等の各種物性値は，適切な規格及び基準又は試験等の結果に基づき設定する。 

機器については，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切に表現で

きるよう質点系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用床応答曲線を用いたスペク

トルモーダル解析法又は時刻歴応答解析法により応答を求める。 

また，時刻歴応答解析法及びスペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等の

ばらつきを適切に考慮する。スペクトルモーダル解析法には地盤物性等のばらつきを考

慮した床応答曲線を用いる。 

配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモ

ーダル解析法により応答を求める。 

スペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては，衝突・すべり

等の非線形現象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する

観点で，建物・構築物の剛性及び地盤物性のばらつきへの配慮をしつつ時刻歴応答解析

法を用いる等，解析対象とする現象，対象設備の振動特性・構造特性等を考慮し適切に

選定する。 

また，設備の 3次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを用い，水

平 2方向及び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものとする。 

なお，剛性の高い機器・配管系は，その設置床面の最大床応答加速度の 1.2 倍の加速

度を静的に作用させて地震力を算定する。 

c. 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準に基づき，設備

の種類，構造等により適切に選定するとともに，試験等で妥当性を確認した値も用いる。 

なお，建物・構築物の地震応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定について

は，既往の知見に加え，既設施設の地震観測記録等により，その妥当性を検討する。 

また，地盤と土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数については，地中構造物

としての特徴，同モデルの振動特性を考慮して適切に設定する。 
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(4) 荷重の組合せと許容限界 

耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。 

耐震設計における機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度に応じた地震力に対し

て，施設の構造強度の確保及び安全機能を有する施設の安全機能に必要な機能である閉じ込め

機能，火災防護機能，遮蔽機能，臨界防止機能，漏えい検知機能，止水機能，換気機能，支持

機能等の特性に応じて機能が維持できる設計とする。 

 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

(ロ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件(積雪，風)。 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

(ロ) 事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するお

それがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界 

耐震設計における荷重の組合せと許容限界は，以下によるものとする。 

耐震設計における機能維持は，安全機能を有する施設の耐震重要度及び重大事故等対処施設

の設備分類に応じた地震力に対して，施設の構造強度の確保及び安全機能を有する施設の安全

機能又は重大事故等に対処するために必要な機能である閉じ込め機能，火災防護機能，遮蔽機

能，気密性，居住性維持機能，臨界防止機能，漏えい検知機能，止水機能，換気機能，貯水機

能，支持機能等の特性に応じて機能が維持できる設計とする。 

a. 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

(ロ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件(積雪，風)。 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するお

それがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

(ロ) 重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が，重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重

大事故等対処施設の機能を必要とする状態。 

(ハ) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件(積雪，風)。 
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b. 荷重の種類 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，す

なわち固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧  

(ロ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

ただし，通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれる

ものとし，地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれ

るものとする。 

ロ．機器・配管系 

(イ) 通常時に作用している荷重 

(ロ) 事故時の状態で施設に作用する荷重  

(ハ) 地震力 

 

 ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時の状態 

MOX 燃料加工施設が運転している状態。 

(ロ) 設計基準事故時の状態 

当該状態が発生した場合にはMOX燃料加工施設から多量の放射性物質が放出するお

それがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

(ハ) 重大事故等時の状態 

MOX 燃料加工施設が重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故の状態で，重大

事故等対処施設の機能を必要とする状態。 

b. 荷重の種類 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，す

なわち固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧  

(ロ) 地震力，積雪荷重及び風荷重 

ただし，通常時に作用している荷重には，機器・配管系から作用する荷重が含まれる

ものとし，地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・配管系からの反力が含まれ

るものとする。 

ロ．機器・配管系 

(イ) 通常時に作用している荷重 

(ロ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

(ハ) 地震力 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すな

わち自重等の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，

建物・構築物に準じる。 
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c. 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃による損傷の防止」で設

定している風及び積雪による荷重を考慮し，以下のとおり設定する。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重(固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧)，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わ

せる。 

(ロ) Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，通常時に作用してい

る荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ

以外の地震動による地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ．建物・構築物 

(イ) MOX 燃料加工施設のおかれている状態にかかわらず通常時に作用している荷重，す

なわち固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧  

(ロ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重  

(ハ) 地震力，積雪荷重及び風荷重  

ただし，通常時及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重には，機器・配管系か

ら作用する荷重が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，地震時水圧及び機器・

配管系からの反力が含まれるものとする。 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 通常時に作用している荷重  

(ロ) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重  

(ハ) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重 

(ニ) 地震力 

ただし，各状態において施設に作用する荷重には，通常時に作用している荷重，すな

わち自重等の固定荷重が含まれるものとする。また，屋外に設置される施設については，

建物・構築物に準じる。 

c. 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せについては，「3.3 外部からの衝撃による損傷の防止」で設

定している風及び積雪による荷重を考慮し，以下のとおり設定する。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物については，通常時に作用している荷重(固定荷重，積載荷

重，土圧及び水圧)，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わ

せる。 

(ロ) Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，通常時に作用してい

る荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重及び風荷重と基準地震動Ｓｓ

以外の地震動による地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓ

による地震力又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震

時の土圧及び水圧とする。 
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ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重及び事故時に生じ

る荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的

地震力とを組み合わせる。 

(ロ) Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と共振影響検討用

の地震動による地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

(ハ) Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と静的地震力とを

組み合わせる。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重及び設計基準事故

時に生じる荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力

又は静的地震力とを組み合わせる。 

(ロ) Ｂクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と共振影響検討用

の地震動による地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

(ハ) Ｃクラスの機器・配管系については，通常時に作用している荷重と静的地震力とを

組み合わせる。 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重

を組み合わせる。 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，通常時に作用している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，積雪

荷重，風荷重及び基準地震動Ｓｓによる地震力とを組み合わせる。 

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，通常時に作用している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，積雪

荷重，風荷重及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引

き起こされるおそれがある事象によって作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震

力とを組み合わせる。 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物

については，通常時に作用している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)，積雪

荷重，風荷重及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引

き起こされるおそれがない事象による荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及

び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力(基準地震動Ｓｓ又は弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力)と組み合わせる。この組合せについては，事故事象の発生

確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案の上

設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。 
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(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重

大事故等対処施設の建物・構築物については，通常時に作用している荷重(固定荷重，

積載荷重，土圧及び水圧)，積雪荷重及び風荷重と，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震

力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

この際，通常時に作用している荷重のうち，土圧及び水圧について，基準地震動Ｓｓ

による地震力又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わせる場合は，当該地震

時の土圧及び水圧とする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，通常時に作用している荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせ

る。  

(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の

状態で施設に作用している荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがある事

象によって作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。重大事故等

が地震によって引き起こされるおそれがある事象であるかについては，安全機能を有

する施設の耐震設計の考え方に基づき設定する。 

(ハ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

については，通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の

状態で施設に作用している荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事

象による荷重は，基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力と組み合わ

せる。 

(ニ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重

大事故等対処施設の機器・配管系については，通常時に作用している荷重と弾性設計

用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力を組み合わせる。 

 

なお，屋外に設置される施設については，建物・構築物と同様に積雪荷重及び風荷重

を組み合わせる。 
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(c) 荷重の組合せ上の留意事項 

イ. 安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該

部分の支持機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震

力と通常時に作用している荷重とを組み合わせる。 

ロ. 安全機能を有する施設のうち機器・配管系の事故時に生じる荷重については，地震に

よって引き起こされるおそれのある事故によって作用する荷重及び地震によって引き

起こされるおそれのない事故であっても，いったん事故が発生した場合，長時間継続す

る事故による荷重は，その事故の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏

まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮する。 

 

 

ニ. 積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設のうち，積雪によ

る受圧面積が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対して積雪荷重の割合が無視

できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。 

(c) 荷重の組合せ上の留意事項 

イ. 安全機能を有する施設のうち耐震重要度の異なる施設を支持する建物・構築物の当該

部分の支持機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度に応じた地震

力と通常時に作用している荷重とを組み合わせる。 

ロ. 安全機能を有する施設のうち機器・配管系の設計基準事故(以下本項目では「事故」と

いう。)時に生じる荷重については，地震によって引き起こされるおそれのある事故によ

って作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのない事故であっても，いっ

たん事故が発生した場合，長時間継続する事故による荷重は，その事故の発生確率，継

続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせて考慮する。 

ハ. 安全機能を有する施設及び重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平 2方向

及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

ニ. 積雪荷重については，屋外に設置されている安全機能を有する施設及び重大事故等対

処施設のうち，積雪による受圧面積が小さい施設や，通常時に作用している荷重に対し

て積雪荷重の割合が無視できる施設を除き，地震力との組合せを考慮する。 

ホ. 風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施

設のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視できないような構造，形状及

び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。 

ヘ. 荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位

の低下を踏まえた設計用地下水位に基づき設定する。 

 

 

ホ. 風荷重については，屋外の直接風を受ける場所に設置されている安全機能を有する施

設及び重大事故等対処施設のうち，風荷重の影響が地震荷重と比べて相対的に無視でき

ないような構造，形状及び仕様の施設においては，地震力との組合せを考慮する。 

ヘ. 荷重として考慮する水圧のうち地下水圧については，地下水排水設備による地下水位の低

下を踏まえた設計用地下水位に基づき設定する。 

ト. 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能

を確認する場合においては，支持される施設の設備分類に応じた地震力と通常時に作用

している荷重(固定荷重，積載荷重，土圧及び水圧)及び重大事故等時の状態で施設に作

用する荷重並びに積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

チ. 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系

の，通常時に作用している荷重，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設

に作用している荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれがない事象による荷重

と，基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力との組合せについては，事

故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的

に勘案の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考慮した上で設定する。 
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d. 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおりと

し，安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用い

る。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変

形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力

時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有することとする。 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくと

き，その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の最大耐力とし，既往の実験

式等に基づき適切に定めるものとする。 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限

界 

Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

ように，発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とする。 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物 

上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。 

(ハ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物(土木構造物を除く。)については，当該建物・構築物の保有水平耐力

が必要保有水平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していること

を確認する。 

 

上記構造強度の許容限界のほか，遮蔽機能，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要

な建物・構築物については，その機能が維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

d. 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は，以下のとおりと

し，安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されている値を用い

る。 

(a) 安全機能を有する施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) Ｓクラスの建物・構築物 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物全体としての変形能力(耐震壁のせん断ひずみ等)が終局耐力時の変

形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力

時のせん断ひずみ・応力等に対して，妥当な安全余裕を有することとする。 

なお，終局耐力とは，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大していくと

き，その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の最大耐力とし，既往の実験

式等に基づき適切に定めるものとする。 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限

界 

Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

ように，発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び

基準による許容応力度を許容限界とする。 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物 

上記(イ)ⅱ.による許容応力度を許容限界とする。 

(ハ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物(土木構造物を除く。)については，当該建物・構築物の保有水平耐力

が必要保有水平耐力に対して，耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していること

を確認する。 

 

上記構造強度の許容限界のほか，遮蔽機能，閉じ込め機能，支持機能等の維持が必要

な建物・構築物については，その機能が維持できる許容限界を適切に設定する。 
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ロ. 機器・配管系 

(イ) Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まっ

て破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限

度に応力，荷重を制限する値を許容限界とする。 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限

界 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏

応力又はこれと同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。 

 

上記構造強度の許容限界のほか，閉じ込め機能，臨界防止機能，動的機能，電気的機

能等の維持が必要な機器・配管系については，その機能が維持できる許容限界を適切に

設定する。 

ロ. 機器・配管系 

 (イ) Ｓクラスの機器・配管系 

ⅰ. 基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限界 

塑性域に達するひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まっ

て破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設の機能に影響を及ぼすことがない限

度に応力，荷重を制限する値を許容限界とする。 

ⅱ. 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限

界 

発生する応力に対して，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように，降伏

応力又はこれと同等の安全性を有する応力を許容限界とする。 

(ロ) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

上記(イ)ⅱ.による応力を許容限界とする。 

 

上記構造強度の許容限界のほか，閉じ込め機能，臨界防止機能，動的機能，電気的機

能等の維持が必要な機器・配管系については，その機能が維持できる許容限界を適切に

設定する。 

 

 

 

(b) 重大事故等対処施設 

イ. 建物・構築物 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(イ)ⅰ.を適用する。 

 (ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重

大事故等対処施設の建物・構築物 

上記(a)イ.(ロ)を適用する。 

 (ハ) 設備分類の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構築物 

上記(イ)を適用するほか，建物・構築物は，変形等に対してその支持機能が損なわ

れない設計とする。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれな

いことを確認する際の地震力は，支持される施設に適用される地震力とする。 

 (ニ) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平耐力に

対して，重大事故等対処施設が代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する

耐震重要度に応じた適切な安全余裕を有していることを確認する。 

 

上記構造強度の許容限界のほか，遮蔽機能，気密性，閉じ込め機能，支持機能等の維

持が必要な建物・構築物については，その機能が維持できる許容限界を適切に設定する。 
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(5) 設計における留意事項 

a. 主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物 

主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に応じた地震力に十分

耐えられる設計とするとともに，安全機能を有する施設のうち，耐震重要施設に該当する設

備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計と

する。 

また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備の耐震重要度に適用

する地震動による地震力に対して支持機能が損なわれない設計とする。 

b. 波及的影響に対する考慮 

耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安

全機能が損なわれないものとする。 

 

ロ. 機器・配管系 

(イ) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(イ)ⅰ.を適用する。 
(ロ) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重

大事故等対処施設の機器・配管系 

上記(a)ロ.(ロ)を適用する。 

 

上記構造強度の許容限界のほか，閉じ込め機能，動的機能，電気的機能等の維持が必

要な機器・配管系については，その機能が維持できる許容限界を適切に設定する。 

 

(5) 設計における留意事項 

a. 主要設備等，補助設備，直接支持構造物及び間接支持構造物 

主要設備等，補助設備及び直接支持構造物については，耐震重要度に応じた地震力に十分

耐えられる設計とするとともに，安全機能を有する施設のうち，耐震重要施設に該当する設

備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない設計と

する。 

また，間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補助設備の耐震重要度に適用

する地震動による地震力に対して支持機能が損なわれない設計とする。 

b. 波及的影響に対する考慮 

耐震重要施設は，耐震重要度の下位のクラスに属する施設の波及的影響によって，その安

全機能が損なわれないものとする。 

評価に当たっては，以下の 4つの観点をもとに，敷地全体を俯瞰した調査・検討を行い，

各観点より選定した事象に対する波及的影響の評価により波及的影響を考慮すべき施設を

抽出し，耐震重要施設の安全機能への影響がないことを確認する。    

波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用す

る。なお，地震動又は地震力の選定に当たっては，施設の配置状況，使用時間を踏まえて適

切に設定する。また，波及的影響の確認においては水平 2方向及び鉛直方向の地震力が同時

に作用する場合に影響を及ぼす可能性のある施設，設備を選定し評価する。 

ここで，下位クラス施設とは，耐震重要施設以外の MOX 燃料加工施設内にある施設(資機

材等含む。)をいう。 

波及的影響を防止するよう現場を維持するため，機器設置時の配慮事項等を保安規定に定

めて，管理する。 

なお，原子力施設の地震被害情報をもとに，4 つの観点以外に検討すべき事項がないか確

認し，新たな検討事項が抽出された場合には，その観点を追加する。 
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 (a) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等沈下による影響 

イ. 不等沈下 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下により，耐震重要施

設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

 

 

(b) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接続する下位

クラス施設の損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

ロ. 相対変位 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設と耐震重要施

設の相対変位により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

(b) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接続する下位

クラス施設の損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

(c) 建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋内の下位クラス施設の損

傷，転倒及び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

(d) 建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下による耐震重要施設への影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下位クラス施設の損

傷，転倒及び落下により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

 

 なお，常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設に対する波及的

影響については，「耐震重要施設」を「常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事

故等対処施設」に，「耐震重要度の下位のクラスに属する施設」を「常設耐震重要重大事故等

対処設備が設置される重大事故等対処施設以外の施設」に，「安全機能」を「重大事故等に対

処するために必要な機能」に読み替えて適用する。 

 

c. 建物・構築物への地下水の影響 

耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基

礎スラブ底面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備(サブドレンポンプ，

水位検出器等)を設置する。 

 

 

c. 建物・構築物への地下水の影響 

耐震設計において地下水位の低下を期待する建物・構築物は，周囲の地下水を排水し，基

礎スラブ底面レベル以深に地下水位を維持できるよう地下水排水設備(サブドレンポンプ，

水位検出器等)を設置する。 

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，必要な機能が保持できる設計とするととも

に，非常用電源設備からの給電が可能な設計とする。 
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 d. 一関東評価用地震動(鉛直) 

基準地震動Ｓｓ－Ｃ４は，水平方向の地震動のみであることから，水平方向と鉛直方向の

地震力を組み合わせた影響評価を行う場合には，工学的に水平方向の地震動から設定した鉛

直方向の評価用地震動(以下「一関東評価用地震動(鉛直)」という。)による地震力を用いて，

水平方向と鉛直方向の地震力を組み合わせた影響が考えられる施設に対して，許容限界の範

囲内に留まることを確認する。 

 

(6) 緊急時対策所 

緊急時対策所については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。緊急時対策建屋については，耐震構造

とし，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，遮蔽機能を確保する設計とする。 

また，緊急時対策所の居住性を確保するため，鉄筋コンクリート構造とし，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対して，緊急時対策建屋の換気設備の性能とあいまって十分な気密性を確保す

る設計とする。 

なお，地震力の算定方法及び荷重の組合せと許容限界については，「(3) 地震力の算定方法」

及び「(4) 荷重の組合せと許容限界」に示す建物・構築物及び機器・配管系を適用する。 

 

 (7) 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設につ

いては，基準地震動Ｓｓによる地震力により周辺斜面の崩壊の影響がないことが確認された場

所に設置する。 

なお，耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

周辺においては平坦な造成地であることから，地震力に対して，施設の安全機能及び重大事故

等に対処するために必要な機能に重大な影響を与えるような崩壊を起こすおそれのある斜面

はない。 
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